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国民健康保険事業運営の現状と問題点 

１． 高医療費の分析 

八雲町の国保医療費は年々増加傾向にあり、１人当たりの診療費は全道・

全国平均を共に上回っている。その主な要因は、国保加入者の高齢化により

１人当たりの病院にかかる回数が増えていることや、病床数が全国平均を２．

２４倍（R１ ３．３６倍）上回っているため入院しやすい環境にあり、受診

率が高くなっていることが挙げられるほか、高度先進医療機器の充実等、医

療内容の高度化もあり、１件当たりの医療費が高くなっていることが、高医

療費につながっていると分析する。 

また、元国立病院機構八雲病院や八雲総合病院に他市町村から転入入院し、

八雲町国保に加入、治療を受けている方の存在がある。元国立病院機構八雲病

院入院者ではそのような患者が２７名おり、年間約２億円の医療費となってい

る。 

熊石地域は、熊石国保病院の診療科目が少ないことから、遠距離通院よりも

入院する被保険者が多く、国保医療費は高水準で推移している。 

 

 ●病院等の状況（令和３年１０月１日現在） 

 病  院  名 診療科 病床数 備考 

八雲 八雲総合病院 １７ ３２７ うち精神病床 １００ 

熊石 熊石国保病院 ６ ９９  
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●地域差指数の推移等 

1 1.345 1.792 1.010 0.889
2 1.372 1.906 0.962 0.888
3 1.282 1.775 0.910 0.894

◎地域差指数とは・・・医療費の地域差を表す指標として、１人当たり医療費について、人口の年齢構成の相違分

　 　　　　　　　　　　　　 を補正し、全国平均を１として指数化したもので、前々年度の医療費を基に算出している。

　　　　　　　　　　　　　　

歯科年度 合計 入院 入院外

●保険給付費の推移        (単位：千円、％) 

年度 保険給付費 前年度対比

30 1,857,313 96.8

1 1,750,075 94.2

2 1,666,168 95.2

 

 

●診療費等の諸率(一般・退職)            【令和元年度実績】 

 八雲町 全 道 対 比 全 国 対 比 

入 

 

院 

１人当り診療費 227,818 円 169,149 円 134.68％ 139,696 円 163.08％ 

受 診 率 41.670 ％ 29.283％ 142.30％ 24.387％ 170.87％ 

１件当り日数 17.64 日 15.73 日 112.14％ 15.98 日 110.39％ 

１日当り診療費 31,000 円 36,714 円 84.44％ 35,851 円 86.47％ 

入 

院 

外 

１人当り診療費 113,491 円 128,747 円 88.15％ 132,776 円 85.48％ 

受 診 率 705.846％ 820.719％ 86.00％ 866.245％ 81.48％ 

１件当り日数 1.45 日 1.43 日 101.40％ 1.53 日 94.77％ 

１日当り診療費 11,071 円 10,963 円 100.99％ 10,021 円 110.48％ 

合 

 

計 

１人当り診療費 363,290 円 324,688 円 111.89％ 298,368 円 121.76％ 

受 診 率 868.887％ 1,027.732％ 84.54％ 1,094.635％ 79.38％ 

１件当り日数 2.35 日 1.93 日 121.76％ 1.90 日 123.68％ 

１日当り診療費 17,772 円 16,357 円 108.65％ 14,352 円 123.83％ 

全道・全国の平均数値が、現時点では令和元年度のものしか公表されていな

いため、ここでは令和元年度の医療費の状況について説明する。 

全道・全国と比べると、入院に係る「１人当り診療費」「受診率」は高く、逆

に入院外は低い結果となっており、入院医療費が高いことが、八雲町国保の医

療費を押し上げている。 

入院医療費が高いということは、重症化してから病院を受診するケースが多

いということが考えられる。 
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●長期入院者数調べ 

令和２年度における長期入院者（６ヶ月以上）は、７２人おり、そのうち精

神等１７人（２３．６％）、国立病院機構八雲病院３４人（４７．２％）で、

これらが全体の７０．８％を占めている。このような被保険者は、継続的な入

院が見込まれるため受診率が下がりにくい状況となっている。 

40未満
40～
44

45～
49

50～
54

55～
59

60～
64

65～
69

70～
74

精神 計

６月未満 4 2 2 0 4 7 20 51 - 90

６月～１年 0 1 0 1 0 1 1 3 - 7

１年～２年 1 2 0 1 2 1 0 2 - 9

２年～３年 1 1 0 0 1 1 0 1 - 5

３年～４年 0 0 1 0 0 0 0 0 - 1

４年～５年 0 0 1 1 0 1 0 0 - 3

５年以上 5 1 4 0 3 3 3 0 - 19

計 11 7 8 3 10 14 24 57 0 134

６月以上(再掲) 7 5 6 3 6 7 4 6 0 44

※参考　入院期間別・年齢階級別入院者数（令和３年１1月現在）

年 齢 階 級
入院期間

（令和３年１２月審査分　精神については未集計）

 

●年間医療費１００万円以上の調べ 

  令和２年度では、被保険者数の年間平均４，５０９人のうち２０８人（４．

６％）が１００万円以上の医療費を必要としている。 

 《※ここで言う医療費とは、国保負担分＋個人負担分》 

 

28 29 30 1 2

100 万円～ 38 45 58 49 51

200 万円～ 74 66 55 50 55

300 万円～ 24 38 28 19 38

400 万円～ 21 11 21 18 12

500 万円～ 38 43 41 35 33

1,000 万円～ 14 19 19 18 19

209 222 222 189 208

被保険者数

計

年　   　　度

年  間  医  療  費  １ ０  ０  万  円  以  上  の  調

医療費の額
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２．加入世帯・被保険者数の状況 

被保険者数は、平成１０年度以降減少から増加に転じ、以降少しずつ増え続

けてきたが、平成２０年度に、それまでの老人保健制度が廃止されて、新たに

後期高齢者医療制度が始まったことから、世帯数及び被保険者数は大幅に減少

した。 

平成２０年度以降については、７５歳到達による後期高齢者医療制度への移

行者が多いため、年々減少し続けている。 

令和２年度は、後期高齢者医療制度への移行や社会保険加入等により大きく

減少した。世帯数についても同様に減少傾向にある。 

（Ｒ２年度末） 

 八 雲 地 域 熊 石 地 域 

人     口 １５，５７８人  １３，５６０人 ２，０１８人 

世  帯  数 ８，０８９世帯  ６，９３７世帯 １，１５２世帯 

男 ７，６４４人  ６，７０２人 ９４２人 

女 ７，９３４人  ６，８５８人 １，０７６人 

老  人  人  口 

(６５ 歳以上) 

５，５３８人（３５．６％） 

※参考 ７５歳以上 ２，７６６人（１７.８％） 

（う ち 国 保 分） 

 八 雲 地 域 熊 石 地 域 

被 保 険 者 数 4,495 人 28.9% 3,880 人 28.6% 615 人 30.5% 

世    帯    数 2,575 世帯 31.8% 2,183 世帯 31.2% 392 世帯 34.0% 

 

（各年度末／単位：人）

年度 世帯数 被保険者数 一般 退職
うち
本人

うち
扶養

30 2,696 4,808 4,799 9 8 1

1 2,604 4,569 4,569 0 0 0

2 2,575 4,495 4,495 0 0 0

  

令和２年度被保険者増減内訳 

増 
転 入 社保離脱 生保廃止 出 生 後期高齢離脱 その他 合 計 

１３５ ４２５ ９ ２３ ０ ８ ６００ 

減 
転 出 社保加入 生保開始 死 亡 後期高齢加入 その他 合 計 

１３７ ３１６ ２２ １９ １２９ ５３ ６７６ 

    ７６人減 
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３．国民健康保険特別会計の収支状況 

 国民健康保険特別会計の状況については、令和２年度及び令和３年度において、

漁業不振や新型コロナウイルスの影響などにより調定額が減少傾向であったた

め、財政状況の見通しは依然厳しいものとなっている。 

（単位 ： 円）

年度 歳 入 歳 出 収 支 単 年 度 収 支

29 3,164,888,887 3,212,166,909 ▲ 47,278,022 7,234,304

30 2,989,724,122 2,952,196,913 37,527,209 84,805,231

1 2,656,824,781 2,613,187,582 43,637,199 35,527,208

2 2,525,467,237 2,490,272,005 35,195,232 ▲ 331,976

3 2,657,780,000 2,637,804,000 19,976,000 ▲ 15,219,000 （見込）

※H30 一般会計借入額：270,195,000 円 

 

４．国民健康保険税の賦課・徴収の状況 

令和２年度については平成３０年中と令和元年中の２ヵ年の比較において、

漁業者及び漁業専従者、並びに水産加工業従事者等の個人所得が減少となり、

調定額、収納額がともに前年度を下回った。現年度分では、収納額は前年度比

８．９％減で、約５，２００万円の減収となった。令和２年には新型コロナウ

イルス感染症に伴う外出自粛や休業要請等により経済活動が低迷し、個人所得

の減少が予想された。また、収納率の大幅な低下が懸念されたところであるが、

各種支援金により一定の所得補助が行われたことや、滞納整理の早期着手によ

る効果もあり、現年度分の収納率は９３．５３％と前年度比で１．９ポイント

上昇した。 

今後は、被保険者数は減少し、医療の高度化により一人当たりの医療費の増

加が見込まれることから、税の負担が大きくなることが予想される。 

 

●令和４年度収納率向上対策基本方針 

①徴収強化月間を設定し、電話催告、夜間相談を実施する。  

②保険証更新時や高額療養費支給申請時に納税相談を実施する。 

  ③口座振替の利用をお願いする(広報紙掲載・納税通知書発送時案内文書)。 

  ④滞納整理マニュアルに沿った収納業務の実施を徹底する。 

(1)収納業務の画一化を徹底する 

(2)収納体制等の見直しを図り、滞納処分を強化する 

（預貯金・生命保険・給与・不動産等の差押えを強化） 
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●税率等の推移    （単位：円・％） 

区       分 平成３０年度 令和元年度 令和３年度 

 

  所 得 割 ９．１０ ９．１０ ９．１０ 

 資 産 割 ４０．０ ４０．０ ４０．０ 

医療分 均 等 割 ２６，０００ ２６，０００ ２６，０００ 

 平 等 割 ３１，０００ ３１，０００ ３１，０００ 

  賦課限度額 ６１０，０００ ６３０，０００ ６３０，０００ 

 所 得 割 ３．５０ ３．５０ ３．５０ 

支援金等分 均 等 割 １１，０００ １１，０００ １１，０００ 

 賦課限度額 １９０，０００ １９０，０００ １９０，０００ 

 所 得 割 ２．５０ ２．５０ ２．５０ 

介護分 均 等 割 １４，０００ １４，０００ １４，０００ 

 賦課限度額 １６０，０００ １７０，０００ １７０，０００ 

※斜体太字は前年度から改正となった部分 

 

●国保税調定額・収納額等の推移(一般・退職)【現年度分】 

（単位：円・％　R3のみ当初賦課時）

調定額 収納額

30 603,225,900 568,857,426 34,368,474 94.30 123,007 115,998

1 635,782,900 582,646,079 53,136,821 91.64 136,142 124,763

2 567,265,500 530,591,481 36,674,019 93.53 125,807 117,674

3 537,635,000 ― ― ― 137,497 ―

収 納 率
一人当たり

年度 調 定 額 収 納 額 未 納 額

 

 

●国保税軽減・限度額超世帯数の推移(一般・退職) 【医療分：当初賦課時】 

年度 世帯数 軽減世帯 割合 限度超世帯 割合 一般世帯 割合

30 2,900 1,580 54.5 188 6.5 1,132 39.0

1 2,769 1,549 55.9 240 8.7 980 35.4

2 2,657 1,509 56.8 127 4.8 1,021 38.4

3 2,651 1,455 54.9 125 4.7 1,071 40.4
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●国保税産業別賦課状況（令和３年度） 

 

 ・システムの所得区別において、漁業と営業が区別できず、営業として一括計上して 

いる。 

   参考：Ｈ２５年度世帯割合 営業 ７．９％ 、漁業 ５．６％  

            所得割額 営業１３．８％ 、漁業１４．３％ 

           資産割額 営業１１．９％ 、漁業１１．５％ 

           課 税 額 営業 87,064 円 、漁業  81,468 円 

 ・年金収入のみで所得が０の世帯は、無の世帯に計上している。 

 

 

 

 

 

 

 

世帯割合

（％）

所得割額

（％）

資産割額

（％）

課税額

（％）

１人当課税

額（円）

無 20.7 0.0 4.4 4.4 25,451

その他 5.2 8.2 6.9 6.9 120,800

年金 24.3 9.8 15.0 15.0 59,035

給与 32.6 32.8 35.6 35.6 85,850

農業 4.3 24.6 14.1 14.1 150,933

営業 12.9 24.6 24.0 24.0 111,164

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

無

その他

年金

給与

農業

営業
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安定化計画 基本方針 

 

１．目 的 

国民健康保険制度における医療費の地域差問題に対応するため、医療費              

の適正化等の措置を計画的に推進することにより、国民健康保険事業の運              

営の安定化を図ることを目的とする。 

 

２. 方 針 

（１）医療費の適正化 

入院に係る医療費が高いことが、高医療費の主な要因となっていること

から、疾病予防・早期発見・保健指導等に力を入れていくことで、医療費

の適正化を図る。 

 ①特定健診・特定保健指導の推進 

平成２０年度より、医療制度改革大綱において、「生活習慣病予防対策の

徹底」を図るために、医療保険者に対して、４０歳以上の被保険者を対象

とする特定健康診査・保健指導の実施が義務付けられた。 

この目的は、生活習慣病有病者・予備群を減少させることで、その実現

のために医療保険者は効果的、かつ効率的な健診・保健指導を実施するこ

ととされている。 

 ②健康・医療に対する被保険者指導（相談）の推進 

一次予防（健康増進・疾病の予防）及び二次予防（早期発見・早期治療）

をより重視するものとし、「自分の健康は自分で守る」、「健康は守る時代か

ら作る時代」という意識付けを被保険者一人一人に徹底させるため、町広報

紙やパンフレットにより周知を行うほか、各種健康教室や行事等を通して、

被保険者に対して直接的に働きかけを行っていく。 

また、多受診や重複受診者に対しては、医療機関の適正な受診を心がける

よう指導や相談を行っていく。 

ジェネリック医薬品（後発医薬品）については、薬代の負担軽減や国保財

政の改善に資することから、その使用促進のため広報等でＰＲするほか、引

き続き「希望カード」を配付していくとともに、先発医薬品から切り替えた

場合の自己負担の差額について被保険者に通知するサービスを実施してい

く。 
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 ③健康づくり事業の推進 

町民の健康の保持増進を図るため、保健推進委員（八雲地域）、食生活改

善委員（熊石地域）、さらには、ボランティア組織との連携を密にし、充実

した内容の保健事業を展開していく。 

 特に関係課（住民生活課・保健福祉課・体育課・社会教育課・住民サービ

ス課・八雲総合病院・熊石国保病院）と連携を図り、医療費全体の約４割を

占める生活習慣病予防のための健康づくり教室、食生活改善普及のための料

理教室等の開催、高齢者に対するインフルエンザ予防接種や肺炎球菌予防接

種、簡易脳ドック検診費用の助成、こころの健康づくりに関する講演会の開

催、啓発リーフレットの配付などを実施する。 

 ④レセプト点検の充実強化 

レセプト点検は医療費適正化の根幹をなすものであるため、平成４年度よ

りレセプト点検員を配置して実施してきた。また、平成２３年度からは、レ

セプト電子化に合わせて点検業務を民間業者に委託して実施している。 

今後も、レセプト内容点検の充実はもとより、資格点検、縦覧点検、柔道

整復施術内容点検の実施、さらには第三者行為の求償にも力を入れ、さらな

る医療費の適正化を図っていく。 

 

（２）国民健康保険税の適正な賦課 

   平成１６年度から６年連続で単年度収支の赤字が続いたことで、八雲町

国保財政は危機的状況となった。この要因の一つには、医療費に見合った

適正な賦課額ではないということがあるため、適正賦課に向けた税率等の

見直しを行い、平成２３年度より、毎年度状況を見ながら段階的に税率の

引き上げを行うこととしている。平成２６年度には一旦黒字となったが平

成２８には再び赤字となり、これを踏まえ令和元年度に税率改正を行った。 

 

（３）国民健康保険税収納率の向上 

健全で安定的な事業を運営していくためには、国民健康保険税の完全収納

が基本であることから、収納率向上月間を設定し、夜間・休日を含めた滞納

者への納税相談を実施するとともに、恒常的な催告書送付、電話催告、口座

振替の推進に取り組む。また、滞納者の保険証更新時に納税相談による誓約

書の提出、高額療養費の滞納税への充当など、関係課の連携による収納体制

の充実に努める。 

また、短期証の活用により、滞納者との接触の機会を多く持ち、収納率の

向上を図る。さらに、長期滞納者や悪質滞納者に対しては、渡島・檜山地方

税滞納整理機構に徴収を依頼する。 

   平成２２年度からは、２１年度に策定した「滞納整理マニュアル」を活

用し、今まで以上に公平・厳正な滞納整理を実施する。 
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